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経済・経営 レポート

　平成28年税制改正大綱における、中小企業・小規模事業者に関する税制改正の概要が中小企業庁

より発表されました。本稿では、特に注目すべきポイントについて紹介いたします。

　詳細は中小企業庁ホームページに掲載されています。

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2015/151217ZeiseiKaisei.htm

　経済産業省全体の税制改正については、下記ホームページをご覧ください。

http://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2015/141230a/141230a.html

平成28年度与党税制改正の概要について
（中小企業・小規模事業者関係税制）
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前述のほか、次の改正が行われます。

取引相場のない株式の評価方式に関する見直し（相続税、贈与税）� 検討事項
　○�上場企業の株価の上昇に伴い、中小企業の中には、業績に大きな変化のない状況下であっても、

想定外に株価が高く評価されることにより、円滑な事業承継に影響を来す可能性が生じている。

　○�上場会社のグローバル連結経営の進展や株価の急激な変動を踏まえ、取引相場のない株式の評価

方式のあり方について、早急に検討を行う。

個人事業者の事業用資産に係る事業承継時の負担軽減措置の創設等　
（相続税、贈与税、所得税、個人住民税）� 検討事項

　○�個人事業者は需要の開拓や個人の能力の発揮、自立的で個性豊かな地域社会の形成に貢献する重

要な存在であり、個人事業者の「事業の持続的な発展」のため、事業承継の円滑化が必要。

　○�個人事業者の事業承継に係る税制上の措置については、既存の事業用の宅地についての特例措置

のあり方を含め、引き続き総合的に検討する。

産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定自治体における登録免許税の軽減措置の拡充及び
延長（登録免許税）� 　 拡充・延長

　○�産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定を受けた市区町村において、「特定創業支援

事業」を受けた者への登録免許税の軽減措置について、株式会社だけでなく、合名・合資・合同

会社の設立及び創業後５年未満の個人も利用可能とすることで地域の創業を後押しする。

欠損金の繰戻しによる還付制度の延長（法人税）� 延　長
　○�欠損金が生じた場合、前年度に支払った法人税の繰戻還付を受けることができる措置。適用期限

を２年延長。

保険会社等の異常危険準備金の延長（法人税・法人住民税・事業税）� 延　長
　○�火災等共済組合及び火災共済協同組合連合会の財政基盤の強化を図り、今後の異常災害に備える

ため、異常危険準備金の積立てに係る一定割合の損金算入を認める特例措置について、要件を見

直した上で、適用期限を３年延長する。

事業再生ファンドに係る企業再生税制の特例の延長（法人税・法人住民税・事業税）� 拡充・延長
　○�２以上の金融機関等が出資した再生ファンドによる債権放棄の場合に適用される企業再生税制に

ついて、適用期限を３年延長する措置を講ずる。また、本特例の適用要件である添付書類への債

権の買取価額の記載を不要とする措置を講ずる。


